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第２【事業の状況】

　消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の売上高、生産実績、販売実績等の金額には、

消費税等は含まれておりません。

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、創業以来、「総合的に商業や商売、商流について研究する」という社名の由来どおり、時流を

先取りしつつ、取引先に対して最適かつ最良の販売促進支援を行い、そして付加価値の高いサービス・商品を提供

することを経営の基本方針としております。

取引先企業のお客様である消費者のニーズを満たすサービス・商品を共に考えパートナーにとってなくてはなら

ない存在「共創のパートナー」として、良好なパートナーシップを築くことが当社グループの最大の利益と考えて

おります。

取引先企業に対して、本質的な課題の発掘から問題解決の企画・提案、実行、検証までを総合的に支援すること

で、取引先企業が効果的かつ効率的な販売促進活動を実現できるよう支援を行っております。

競争が激化する広告・印刷業界において当社グループの優位性を高め他社との差別化を図るため、当社グループ

が持つ機能を拡充し、最大限強みとして活かしつつ企業価値の向上に努め、取引先企業そしてエンドユーザーであ

る消費者に常に支持されるサービス・商品を提供してまいります。

　（２）目標とする経営指標

当社グループは、収益力の向上に重点を置いた企業体質の強化を基本目標とし、「売上総利益率」及び「自己資

本利益率」を経営指標としております。当期の売上総利益率は26.4％、自己資本利益率は△0.5％となりました。今

後は収益性をより強固に改善し、経営指標に忠実な企業経営に取り組んでまいります。

　（３）中長期的な会社の経営戦略

広告・印刷業界を取り巻く環境は、印刷用紙等の材料費の価格変動、同業者間の受注競争の激化、企業の広告宣

伝媒体の多様化、インターネット広告の拡大等、情報技術の進展とともに大きく変化している状況であります。

こうした環境のなか、変化に迅速に対応し、業績向上に向けて、将来を見据えた戦略を推進し、安定した企業体

質のもと、当社グループの優位性と競争力を高めることが重要な課題と認識しており、次の経営戦略を展開してま

いります。

① 企画営業の推進

当社が、創業以来培ってきた販売促進支援業としてのノウハウと、多様な生産設備を活用し、新たな付加価値

を提供してまいります。そのなかでも、地方再生の支援に力を入れ、従来の形に囚われない企画と提案で、お客

様の満足度を最大にできるよう取り組んでまいります。

② 事業採算の向上とコスト削減による利益率の向上

材料費の上昇と受注単価の低下等により、利益率が低下傾向にあることから、事業ごとの採算向上を図るとと

もに、高粗利商材の開発、徹底したコスト管理・内製化・業務の効率化により利益水準を高め、利益率向上を目

指してまいります。

③ 人材育成

年々厳しさを増す環境の変化に対応し、新たな付加価値を創出できる人材を育成し、競争力の強化を図ってま

いります。

決算短信（宝印刷） 2019年10月25日 08時55分 12ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 9 ―

　（４）会社の対処すべき課題

当社グループを取り巻く経営環境は、一段と厳しさを増すことが予想されますが、販売促進支援活動を強化した

事業展開を推し進めることにより、より一層の業績の向上に取り組んでまいります。

① 組織の見直しによる営業力の強化

第48期首（平成30年８月）から組織体制を見直し、北海道エリアでは、これまで分かれていた商業印刷部門と

地方創生部門を１つの本部に集約させました。部門ごとに分散していた営業力を集約することにより、さまざま

な商材や企画を提案することができる体制で、業績の向上に取り組みます。

また、新規事業の企画・検討を行い、その開拓を推進する部門を新設しました。既存事業にとらわれることな

く、新たな事業へチャレンジします。

② 働き方改革と人財の確保・育成

少子高齢化が進み、就職売り手市場といわれる今日、社員のワーク・ライフ・バランスを考慮し、業務の効率

化や人財の確保・育成のため、働き方改革を推進します。

繁忙期には多くの時間と労働力を集中させ、閑散期には労働時間を削減し休暇を付与するなど、仕事と生活の

調和を図ることにより、業務をより効率化させるとともに、会社の財産である社員一人ひとりが働きやすい環境

を整えます。また、研修プログラムを活用し、社員一人ひとりの成長を促すとともに、専門人財を確保するため、

積極的な採用活動を行います。

③ グループの総合力強化

関連子会社の経営資源を有効活用した営業活動を推進し、グループシナジーを発揮するため、第48期首（平成

30年８月）からグループ各社を統括する部門を新設しました。内部統制はもちろんのこと、多様な業種の持つ

個々の力を連携させ、総合的な販売力や提案力などの強化を図ります。

④ 企業間の積極的な提携・協業

企業間の競争や技術革新など、環境の変化に対応するため、同業種だけでなくさまざまな企業との提携や協業

を進めてまいります。

同業種との提携や協業により、エリア開拓やコスト削減などを進めるとともに、新たな収益モデルを確立する

ため、『Ｄｒ.Ｆｒｙ』や『Ｆｒｅｓｈｔｒｏｎ』をはじめとして新たな商材の開発や販売などを目的とした企業

との提携・協業を検討することにより、自社の経営資源をより効率的に収益に結びつけ、付加価値を創造しま

す。
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２【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は以下に記載するとおりで

すが、当社グループは、これらのリスクの存在を十分に認識した上で、当該リスクの発生に伴う影響を極力回避する

ための努力を継続してまいります。

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（令和元年10月25日）現在において当社グループが判断したも

のであります。

　（１）特定顧客業界への依存

当社グループでは、大手流通・小売企業、及び日本郵政グループへの売上依存度が高いことから、これらの企業

の業績が悪化し、受注が減少した場合には、業績等に影響を与える可能性があります。

　（２）材料価格の変動

当社グループでは、印刷用紙・インク等の材料を複数の企業から調達し、安定した材料の確保と最適な価格の維

持に努めております。しかし、為替相場の変動や原油価格の高騰、製紙市場の需給バランスの崩れ等により材料価

格が著しく高騰した場合には、業績等に影響を与える可能性があります。

　（３）取引先の信用リスク

当社グループでは、通常の営業債権及び貸付債権の与信管理を徹底しておりますが、与信先企業の業績が予想以

上に悪化した場合には、貸倒れによる損失が発生する可能性があります。

　（４）資産保有リスク

当社グループでは、不動産・有価証券等の資産を保有しておりますが、時価の変動により、業績に影響を与える

とともに、自己資本比率の低下を招くおそれがあります。

　（５）情報システムと個人情報保護

画像データの送受信や顧客情報の管理、事業活動に付随する各種情報管理のため、情報システムが重要な役割を

果たしております。平成17年６月にプライバシーマークを取得し、社員教育の徹底と、情報システムの管理及び個

人情報保護に万全を尽くしておりますが、万一これらに事故が発生した場合には、事業活動に影響を及ぼす可能性

があります。

　（６）自然災害

当社グループでは、災害による影響を最小限に留めるための対策をとっておりますが、災害による全ての影響を

防止・軽減できる保証はありません。地震等の災害によりデータベースサーバや印刷工場等が重大な被害を受けた

場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

　（７）事業の季節的変動

当社グループでは、上半期は年賀状印刷の売上が計上されること、及び商業印刷の年末年始商戦の受注があるこ

とから、上半期と下半期の売上高・利益に著しい相違があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」と

いう。）の状況の概要は次のとおりであります。

　 ① 経営成績の状況

当連結会計年度における我が国経済は、製造業を中心に業況判断に慎重さが見られるものの、消費者物価が緩

やかに上昇し、雇用情勢や所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあり、景気は緩やかながらも回復が続

くことが期待されています。一方で、米中貿易摩擦の激化などによる中国経済の減速、政策に関する不確実性、

金融資本市場の変動等によるリスクが懸念されるなど、依然として不透明な状況にあります。

　広告業界や印刷業界においては、消費者のライフスタイルの変化により、電子書籍やインターネット広告など

のデジタル市場が拡大し、新聞や雑誌、折込み・ダイレクトメール等の紙媒体の需要減少が続いております。

　このような状況の中で当社グループは、総合的な販売促進支援業として、グループシナジーを発揮するため、

関連子会社の経営資源を有効活用した営業活動を推進し、グループの連携・総合力の強化に取り組んでまいりま

した。また、企業間の競争や技術革新等の経営環境の変化に対応するため、既存事業である商業印刷では、エリ

ア開拓等を目的とした同業他社との業務提携による協業を進めつつ、新たな収益モデルを確立するため、商材の

開発・販売等を目的とした企業との業務提携を推進し、北海道・東北・関東・甲信越など東日本エリアにおける

地方創生事業を強化しました。さらに、年賀状印刷においては、今後の人手不足や個人情報管理の強化を図るた

め、校正等のシステム化を検討するなど、製造体制の見直しを行っております。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、平成30年９月に発生した北海道胆振東部地震の影響やダイレクトメ

ールの受注減等があったものの、ゴールデンウィーク商戦の折込みが増加したことや新規取引の拡大等により、

17,320百万円（前年同期比208百万円増）となりました。一方、営業利益は、年賀はがきの郵便料金や運賃、印刷

用紙の値上げなどの影響により21百万円（前年同期比141百万円減）、経常利益は84百万円（前年同期比211百万

円減）、親会社株主に帰属する当期純損失は12百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益195百万円）

となりました。

また、当社グループは「情報コミュニケーション事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載

を省略しております。
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　 ② 財政状態の状況

　 （資産）

当連結会計年度末における流動資産は3,931百万円となり、前連結会計年度末に比べ476百万円増加しました。

これは主に、現金及び預金が184百万円、受取手形及び売掛金が129百万円、原材料及び貯蔵品が188百万円増加し

たことなどによるものであります。

当連結会計年度末における固定資産は4,934百万円となり、前連結会計年度末に比べ33百万円減少しました。こ

れは主に、建設仮勘定が315百万円増加した一方で、建設仮勘定を除く有形固定資産が186百万円、投資有価証券

が129百万円、保険積立金が52百万円それぞれ減少したことなどによるものであります。

この結果、当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ441百万円増加し、8,870百万円とな

りました。

　 （負債）

当連結会計年度末における流動負債は3,875百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,261百万円増加しまし

た。これは主に、短期借入金が1,350百万円増加したことなどによるものであります。

当連結会計年度末における固定負債は2,712百万円となり、前連結会計年度末に比べ686百万円減少しました。

これは主に、長期借入金が596百万円、リース債務が50百万円、それぞれ減少したことなどによるものでありま

す。

この結果、当連結会計年度末における総負債は、前連結会計年度末に比べ574百万円増加し、6,587百万円とな

りました。

　 （純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は2,282百万円となり、前連結会計年度末に比べ133百万円減少しまし

た。これは主に、利益剰余金が72百万円、その他有価証券評価差額金が56百万円、それぞれ減少したことなどに

よるものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結

会計年度の期首から適用しており、財政状態については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結会

計年度との比較を行っております。

　 ③ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて184百

万円増加し、1,232百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は264百万円（前連結会計年度は623百万円の獲得）となりました。これは主に、

売上債権の増加129百万円及びたな卸資産の増加209百万円等により資金が減少したのに対して、減価償却費465百

万円、仕入債務の増加101百万円等により資金が増加したことによるものであります。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は605百万円（前連結会計年度は474百万円の使用）となりました。これは主に有

形及び無形固定資産の取得による支出745百万円等によるものであります。

　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は525百万円（前連結会計年度は509百万円の使用）となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出713百万円等により資金が減少したのに対して、短期借入れによる収入1,350百万円

により資金が増加したことによるものであります。
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　 ④ 生産、受注及び販売の状況

　 （生産実績）

当連結会計年度の生産実績は以下のとおりであります。なお、当社グループは情報コミュニケーション事業の

単一セグメントであるため、地域別に記載しております。

地域別 生産高（千円） 前年同期比（％）

北海道エリア 7,634,152 104.5

東北エリア 888,271 117.3

東京エリア 7,301,059 95.4

西日本エリア 1,492,258 107.6

合計 17,315,741 101.2

（注）金額は、販売価格によっております。

　 （受注実績）

当連結会計年度の受注実績は以下のとおりであります。なお、当社グループは情報コミュニケーション事業の

単一セグメントであるため、地域別に記載しております。

地域別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

北海道エリア 7,646,312 105.0 188,977 108.1

東北エリア 924,497 123.9 103,681 172.1

東京エリア 7,294,795 94.5 141,477 87.2

西日本エリア 1,562,905 118.5 104,540 308.4

合計 17,428,512 102.1 538,677 124.9
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　 （販売実績）

当連結会計年度の販売実績は以下のとおりであります。なお、当社グループは情報コミュニケーション事業の

単一セグメントであるため、地域別及びサービス別に記載しております。

地域別 内訳 販売高（千円） 前年同期比（％）

北海道エリア

商業印刷 4,376,912 101.7

年賀状印刷 3,206,940 108.5

その他 48,261 100.5

合計 7,632,114 104.4

東北エリア

商業印刷 881,062 116.3

年賀状印刷 － －

その他 － －

合計 881,062 116.3

東京エリア

商業印刷 3,961,433 95.2

年賀状印刷 3,030,393 96.0

その他 323,721 95.1

合計 7,315,548 95.5

西日本エリア

商業印刷 1,492,258 107.6

年賀状印刷 － －

その他 － －

合計 1,492,258 107.6

合計 17,320,984 101.2

（注）主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自 平成29年８月１日
至 平成30年７月31日）

当連結会計年度
（自 平成30年８月１日
至 令和元年７月31日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社郵便局物販サービス 3,636,844 21.3 3,591,200 20.7

株式会社マイプリント 1,787,842 10.4 1,976,905 11.4
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　（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

　 ① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸

表等（１）連結財務諸表 注記事項 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであり

ます。この連結財務諸表作成にあたって、見積りが必要となる事項については合理的な基準に基づき会計上の見

積りを行っております。

　 ② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　 （経営成績等）

当連結会計年度における経営成績等の前連結会計年度との比較分析については、「（１）経営成績等の状況の

概要 ① 経営成績の状況及び、② 財政状態の状況」に記載のとおりであります。

　 （当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因）

　 「第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。

　 （資本の財源及び資金の流動性）

　 「（１）経営成績等の状況の概要 ③ キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　 （経営戦略の現状と見通し）

　 「第２ 事業の状況 １ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。

４【経営上の重要な契約等】

（１）当社は、平成31年３月15日開催の取締役会の決議に基づき、機動的かつ安定的な資金調達手段を確保すること

を目的として、取引金融機関５社との間で平成31年３月26日を締結日とするシンジケーション方式による期間３

年、総額2,000百万円のコミットメントライン契約を締結いたしました。

（２）当社は、平成31年４月25日開催の取締役会の決議に基づき、白石工場の老朽化が著しく施設維持が困難である

と判断したため、藤建設工業株式会社との間で平成31年４月26日を締結日とする白石工場新設工事請負契約を締結

いたしました。

５【研究開発活動】

当社では当連結会計年度における研究開発活動として、味覚センサーを活用したデータ分析をすすめ、味の測定・

解析・比較を中心とした研究活動を実施しており、これらは販売促進支援活動及び取引先に対する提供情報として活

用しております。

　 その結果、当連結会計年度における研究開発費の総額は1百万円となりました。
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